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最近の国内景気は、緩やかに回復している。公共投資は、基調としては減少している。住

宅投資は、大都市圏での地価の下げ止まりから、増加している。個人消費は、雇用者所得の

緩やかな改善に伴い、底堅く推移している。設備投資は、高水準の企業収益を反映して増加

している。また、輸出は米国向けを中心として、堅調に推移している。

●個人消費
８月の大型小売店販売額（既存店ベース、
前年比△２．８％）は、１８ヶ月連続して前年を
下回った。百貨店（同△１．２％）は衣料品、
飲食料品などが減少し、前年を下回った。ス
ーパー（同△３．７％）は、主力の飲食料品、
衣料品などが減少し、前年実績を下回った。

●鉱工業生産
８月の鉱工業生産指数（平成１２年＝１００、

季節調整済）は、１０１．２となり、前月比
（＋１．２％）、前年比（＋１．６％）ともに上昇し
た。前年比では鉄鋼業や窯業・土石などが低
下したが、電子部品・デバイス工業や電気機
械工業などが上昇した。

●住宅投資
８月の新設住宅着工戸数は、１０９千戸（前

年比＋７．０％）と前年実績を上回った。持ち
家（同△１０．９％）は減少したが、貸家（同＋
１５．３％）および分譲（同＋１８．７％）は増加し
た。４～８月の着工戸数累計は、５３２千戸
（前年同期比＋４．３％）となった。

●公共投資
８月の公共工事請負金額は、１２，０４２億円

（前年比△０．２％）となり３９ヶ月連続して前年
割れとなった。４～８月の請負累計額は、５
兆９，１０１億円（前年同期比△６．６％）となっ
た。

全国経済の動き
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最近の道内景気は、概ね横ばいで推移している。個人消費は、大型小売店の売上高が減少

するなど弱含みで推移している。設備投資は、大手製造業の設備投資が下支えしているが、

多くの企業は慎重姿勢にある。公共投資は、引き続き減少基調にある。住宅投資は、持ち家

は減少しているものの総じて横ばいで推移している。

●個人消費
８月の大型小売店販売額（既存店ベース、
前年比△４．５％）は、３９ヶ月連続して前年を
下回った。百貨店（同△４．１％）は、気温が
高めに推移したことなどから秋物衣料の動き
が鈍く衣料品や身の回り品などが減少し、前
年割れとなった。スーパー（同△４．７％）
は、主力の飲食料品、衣料品などが減少し前
年実績を下回った。
●鉱工業生産
８月の鉱工業生産指数（平成１２年＝１００、

季節調整済）は、８８．３となり、前月比
（△１．２％）は３ヶ月ぶりに下回り、前年比
（△７．３％）では６ヶ月連続して下回った。
前年比では、鉄鋼業や石油・石炭製品工業な
どが上昇し、金属製品工業や電気機械工業な

どが低下した。
●住宅投資
８月の新設住宅着工戸数は５，２２７戸（前年

比＋１０．７％）となり、４ヶ月ぶりに前年実績
を上回った。持ち家（△８．７％）は前年を下
回ったが、貸家（＋２０．４％）および分譲
（＋１６．３％）は前年を上回った。４～８月の
着工戸数累計は、２４，２８５戸（前年同期比
△１．１％）となった。
●公共投資
８月の公共工事請負金額は、１，１７５億円

（前年比△１．７％）と２ヶ月連続で前年を下回
った。４～８月の請負金額累計は６，８７９億円
（前年同期比△２．５％）となり、減少基調が続
いている。

道内経済の動き
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１．平成１７年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（△１３）は１ポ

イント上昇したものの、利益DI（△２３）

は１ポイント低下し、業況は横ばい圏内

にとどまり依然として厳しさが続いてい

る。

２．平成１７年１０～１２月期見通し

売上DI（△９）は４ポイント、利益

DI（△１５）は８ポイントそれぞれ上昇

し、業況はマイナス水準ながら持ち直し

が見込まれる。

３．当面する経営上の問題点

「過当競争」および「売上不振」（とも

に５２％）が、５割強となった。続く「原

材料価格上昇」（４０％）は製造業では６割

弱を占めるなど、素材価格の上昇に苦慮

する企業も多い。

４．中国経済の影響について

「影響あり」と答えた企業（５５％）は

５割台半ばとなった。「プラスの影響あ

り」とした企業（６％）は少数にすぎ

ず、「マイナスの影響あり」とした企業

（３２％）が３割強となった。一方、「どち

らとも言えない」とした企業（１７％）は

２割弱となった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
�第１８回定例調査
（１７年７～９月期実績、１７年１０～１２月期見通し）
�雇用の現状について
判断時点
平成１７年１０月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ５０３ １００．０％
札幌市 １７９ ３５．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、胆

振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １２２ ２４．３
道 南 ４２ ８．３ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７８ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部

道 東 ８２ １６．３ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ５０３ ６２．９％
製 造 業 ２２０ １３９ ６３．２
食 料 品 ８０ ４６ ５７．５
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２１ ６０．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３６ ７２．０
そ の 他 の 製 造 業 ５５ ３６ ６５．５

非 製 造 業 ５８０ ３６４ ６２．８
建 設 業 １８０ １２９ ７１．７
卸 売 業 １００ ５８ ５８．０
小 売 業 １２０ ６６ ５５．０
運 輸 業 ７０ ３８ ５４．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ４０ ２６ ６５．０
その他の非製造業 ７０ ４７ ６７．１

定例調査

業況は横ばい圏内にとどまる
第１８回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ３ ―
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1 平成１７年７～９月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△１３）は１ポイン

ト上昇したものの利益DI（△２３）は１ポイ

ント低下し、業況は横ばい圏内にとどまり依

然として厳しさが続いている。

売上では、前年同期に比べ「増加」した企

業（２４％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少」した企業（３７％）を差し引いたDI

（△１３）は、前期を１ポイント上回った。製

造業（△２）は１２ポイント上昇した反面、非

製造業（△１８）は４ポイント低下した。業種

別では、食料品製造業が大幅に上昇しプラス

に転じたほか、運輸業などで上昇したもの

の、鉄鋼・金属製品・機械製造業、卸売業、

小売業などで低下した。

利益では、「増加」した企業（１８％）から

「減少」した企業（４１％）を差し引いたDI

（△２３）は、前期を１ポイント下回った。売

上の推移を反映し、製造業（△８）は７ポイ

ント上昇、非製造業（△２９）は５ポイント低

下した。業種別にみると、製造業では木材・

定例調査
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＜図1ｰ2＞業況の推移（業種別）�
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２

３

４

５

木製品製造業が横ばいにとどまったものの、

他の３業種で持ち直した。非製造業では、卸

売業が上昇したものの、建設業などでは低下

した。

（図１、図２、図３）

平成１７年１０～１２月期見通し（売上・利益）

売上DI（△９）および利益DI（△１５）

は、ともにマイナス水準ながら上昇し、業況

は持ち直しが見込まれる。

売上では、「増加見込み」企業（２１％）か

ら「減少見込み」企業（３０％）を差し引いた

DI（△９）は、７～９月期実績より４ポイ

ント上昇が見込まれる。製造業（＋３）は５

ポイント上昇してプラスに転じ、また非製造

業（△１４）は４ポイント上昇する見通しであ

る。業種別にみると、鉄鋼・金属製品・機械

製造業などでは低下が見込まれるものの、食

料品製造業、建設業、運輸業などで上昇する

見通しである。

利益では、「増加見込み」企業（１７％）か

ら「減少見込み」企業（３２％）を差し引いた

DI（△１５）は、８ポイント上昇が見込まれ

る。製造業（△２）は６ポイント、非製造業

（△２０）は９ポイントそれぞれ上昇する見通

しである。業種別にみると、鉄鋼・金属製品

・機械製造業を除く他の業種は上昇する見通

しである。

（図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DI（「好転企業」－「悪化企

業」）の７～９月期実績（△４）は、前期同

水準となった。１０～１２月期見通し（△４）も

引き続き同水準が見込まれる。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の７～９月期実績（＋７）

は前期より１ポイント上昇した。１０～１２月期

見通し（＋５）は２ポイント低下が見込まれ

る。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企

業」）の７～９月期実績（＋７）は前年より

２ポイント低下し、在庫過剰感が幾分弱まっ

た。１０～１２月期見通し（＋５）は、さらに２

ポイント低下が見込まれる。

（図４、図５、図６）

設備投資

７～９月期に設備投資を「実施した」企業

（３０％）は、前期に比べ２ポイント低下し

た。製造業（３４％）は１ポイント上昇、非製

造業（２９％）は３ポイント低下したが、前年

同期と比べると４ポイント上昇した。１０～１２

月期見通しの「実施予定」企業（２１％）は、

９ポイント低下が見込まれる。また、前年同

期の「実施予定」企業を５ポイント下回り、

先行きの投資マインドには幾分慎重感がみら

れる。

（図７）

当面する経営上の問題

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「過当競争」および「売上不振」（ともに

５２％）を挙げる企業が最多となった。「過当競

争」は建設業で７割台半ばを占めるなど非製

造業（６０％）で６割となった。対照的に製造

業（３１％）では３割強にとどまり、比較的過

当競争の影響は少ない。「売上不振」は木材・
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６

木製品製造業で７割を超えるなど製造業

（４７％）で半数近くを占めた。ホテル・旅館

業で８割を超えるなど非製造業（５４％）でも

５割台半ばとなった。続く「原材料価格上

昇」（４０％）は、鉄鋼・金属製品・機械製造業

で７割強となるなど、製造業を中心に素材価

格の上昇に苦慮する企業の姿がうかがえる。

（表３）

中国経済の影響について

中国経済の影響について、半数以上の道内

企業が中国経済の「影響を受けている」と回

答した。「プラスの影響を受けている」とする

企業は少ない反面、“原材料価格の上昇”な

ど「マイナスの影響を受けている」とする企

業が多い。

調査結果は以下の通りである。

（１）中国経済の影響について

中国経済が道内企業にどの程度影響を及ぼ

しているか、聞いた。「影響あり」とした企業

（５５％）は５割台半ばとなった。そのうち

「プラスの影響あり」（６％）とした企業は

「かなりのプラス」（２％）と「ややプラス」

（４％）を合わせても少数にとどまった。「ど

ちらとも言えない」とした企業（１７％）は２

割弱、「マイナスの影響あり」（３２％）とした

企業は「かなりのマイナス」（１４％）と「やや

マイナス」（１８％）を合わせて３割強となっ

た。一方、「影響なし」とした企業（４５％）

は４割台半ばとなった。

（表４－１）

（２）影響を受けている事項（複数回答）

上記の設問で「影響あり」とした企業

（５５％、２６２社）に、影響を受けている事項を

「プラスの影響」と「マイナスの影響」に分

けて聞いた。

Ａ．プラスの影響

「仕入価格が低下」（１０％）とした企業は１

割となった。業種別では、卸売業および小売

業で２割強となるなど他の業種に比べると比

較的高いウェイトとなった。続く「中国人観

光客が増加」（４％）はホテル・旅館業で５割

を占めた。「中国向けの販売量増加」および

「新ビジネス機会増加」（ともに２％）とした

企業はごく少数となった。

（表４－２）

Ｂ．マイナスの影響

「原材料価格が上昇」（５４％）とした企業は

５割台半ばとなった。業種別では、鉄鋼・金

属製品・機械製造業で７割強、建設業は８割

に達した。続く「販売価格が低下」（２０％）

は、卸売業で５割強を占めた。また、「販売

量が減少」（８％）は木材・木製品製造業で５

割弱となった。

（表４－３）

定例調査

― ７ ―



0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

17/7～9実績� 17/10～12見通し�

17/7～9実績� 17/10～12見通し�

24� 44� 32� 21� 56� 23�

17/1～3

17/1～3

利益DI

17/1～3
売上DI売上DI

利益DI

△15

△ 2

△ 9

3

△23

△ 8

△13

△ 2

△17

△ 8

△15

2

18� 不変　41 減少　41 17� 不変　51 減少　32

売上DI 売上DI

利益DI 利益DI

＜図3＞利　益�

＜図2＞売　上�

24�

28�

不変　39 減少　37 不変　49 30�

42� 30� 25� 53� 22�

増加�

増加� 増加�

21�
増加� 減少�

22� 52� 26� 29� 58� 13�

55�5� 40� 70�5� 25�

39� 30� 31� 19� 56� 25�

20� 46� 34� 23 43� 34�

16� 39� 45� 15� 50� 35�

15� 36� 49� 13� 51� 36�

18� 46� 36� 12� 62� 26�

11� 28� 61� 8� 50� 42�

15� 44� 41� 17� 43� 40�

16

△20

△ 6

△11

△20

△23

△14

△23

△34

△12

△ 6

24

△24

△ 3

△ 3

△14

△20

△26

△ 3

△ 3

△31

0

△ 4

△35

8

△14

△29

△34

△18

△26

△50

△31

△13

13

△43

6

△ 6

△18

△25

△25

△ 3

△ 8

△46

0

△22

△15

△14

△14

△ 5

△35

0

△30

△24

△28

△21

△26

△49

△15

3

△17

△30

17

△30

△14

△21

△16

11

△43

△40

13

△24

△22

△18

△13

△10

△50

△ 3

△25

△27

△39

△11

△15

△27

△63

△ 9

△ 5

△36

14

△25

△24

△31

△ 7

3

△12

△68

△30

△13

△ 7

△18

△20

△26

△ 5

△15

△43

△45

△10

0

0

10

△ 2

△21

△32

0

△11

△31

△50

△17

16/10～12
売上DI

17/4～6
売上DI

16/10～12
利益DI

17/4～6
利益DI

5

0

△21

19� 50�31� 27� 34� 39�

25� 37� 38� 23 48� 29�

37� 39� 24� 33� 58� 9�

5� 47� 48� 56�10� 34�

31� 44� 25� 25� 47� 28�

26� 42� 32� 26� 45� 29�

23� 36� 41� 19� 48� 33�

16� 43� 41� 14� 52� 34�

21� 33� 46� 14� 46� 40�

33� 35� 29� 39� 32�32�

32�30� 38� 55� 24�

24� 61� 15� 39� 46�15�

40�30� 30� 28� 44� 28�

21�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

定例調査

― ８ ―



＜図5＞短期借入金の難易感�

＜図4＞資金繰り�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

17/7～9実績� 17/10～12見通し�

17/7～9実績� 17/10～12見通し�

16� 82� 2 17� 82� 1

17/1～3
資金繰りDI

17/1～3
難易感DI

17/4～6
資金繰りDI

17/4～6
難易感DI

5

16

△ 4

5

7

14

△ 4

4

12� 不変　83 5� 11� 不変　83 6�

資金繰りDI 資金繰りDI

難易感DI 難易感DI

7�

11�

不変　82 11� 不変　82 11�

82� 7� 9� 87� 4�

困難�

7�

21� 75� 4� 22� 76� 2

5� 95� 95�5�

14� 83� 3 18� 79� 3

80� 80�

10� 84� 6� 9� 83� 8�

9� 85� 6� 10� 82� 8�

12� 88� 11� 87� 2

5� 90� 5� 3 89� 8�

14� 81� 5� 11� 81� 8�

20

5

15

20

1

2

9

3

△ 5

△27

4

11

△10

△ 3

14

△ 8

△ 5

△ 5

△ 3

△ 8

△42

△ 4

17

5

11

20

4

3

12

9

0

△19

9

7

△ 5

△ 6

17

△ 8

△ 6

△ 2

△ 3

△13

△31

△ 9

6

8

△ 4

1

12

5

10

0

6

0

9

5

5

△10

24

12

△ 5

0

△10

△ 6

△ 9

△ 5

△ 5

△11

△20

7

6

10

△ 2

3

14

4

10

13

1

1

4

7

7

△26

15

10

△ 4

3

3

△ 5

△ 9

0

△ 1

0

△32

11

16/10～12
資金繰りDI

16/10～12
難易感DI

7

9

△ 3

6

5

0

7

18

6

4

7

10

7

△15

17

7

6

7

4

△ 7

△12

2

△ 2

△ 3

△35

△ 5

65�8� 27� 65�4� 31�

15� 79� 11� 82� 7�

15� 77� 8� 13� 85� 2

95� 5� 90� 10

5� 84� 11� 6� 85� 9�

17� 83� 14� 86�

6� 80� 14� 6� 80� 14�

5� 84� 11� 7� 81� 12�

80� 11� 87� 9�

85� 9� 81� 11�6�

77�5� 18� 82� 13�

61�4� 35� 58� 42�

79�6� 15� 7� 82� 11�

好転� 悪化� 好転� 悪化�

容易� 容易� 困難�

8�

20�

4�9�

20�

6�

5�

定例調査

― ９ ―



＜図7＞設備投資�

＜図6＞在　庫�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

17/7～9実績� 17/10～12見通し�

17/7～9実績� 17/10～12見通し�

34� 66� 26� 53� 21�

17/1～3
在庫DI

17/1～3
実施企業�

17/4～6
在庫DI

17/4～6
実施企業�

5

10

7

13

実施 30� 実施せず　70 21� 実施せず　56 23�

在庫DI 在庫DI

12

18

適正　83 5 適正　87 4�

77 5 14� 82� 4�

9�

46� 54� 35� 48� 17�

15� 85� 65�5� 30�

31� 69� 26� 54� 20�

33� 67� 25� 50� 25�

29� 71� 20� 57� 23�

17� 83� 9 66� 25�

14� 86� 5� 72� 23�

68� 32� 30� 46� 24�

26� 74� 21� 52� 27�

11

0

14

13

3

△ 5

16

6

△ 4

17

△ 2

11

14

14

13

5

△ 6

22

12

0

8

△ 2

9

18

2

45

17

21

5

△11

21

15

8

11

5

5

9

5

12

7

11

6

△10

25

6

3

0

9

26

25

36

15

28

26

27

18

9

15

50

63

38

928 83�17�

16/10～12
在庫DI

16/10～12
実施企業�

32

33

52

15

26

24

32

21

16

29

69

65

41

32

31

1

4

34

19

24

37

32

21

22

32

69

47

43

△ 2

6

△ 3

14

0

△12

10

11

△10

5

3

54� 46� 58� 27� 15�

39� 61� 38� 47� 15�

17 77 6 15� 81� 4�

19 76 5 90�5� 5�

23 68 9 20� 74� 6�

13 87 13� 87�

10 85 5 8� 87� 5�

3 88 9 89�3 8�

72 3 84�

82 3 84� 5�15

100 96�

885 2 94�

11�

16�25

4�

4�

7

過多� 過少� 過多� 過少�

実施� 未定�

定例調査

― １０ ―



項 目

全産業 製造業 非製造業

１６年
１０～１２

１７年
１～３４～６

前回
７～９
見通し

７～９１０～１２
見通し

１６年
１０～１２

１７年
１～３４～６

前回
７～９
見通し

７～９１０～１２
見通し

１６年
１０～１２

１７年
１～３４～６

前回
７～９
見通し

７～９１０～１２
見通し

売

上

増加 ２５ ２３ ２５ ２０ ２４ ２１ ３２ ２１ ２５ ２１ ２８ ２５ ２３ ２３ ２５ ２０ ２３ １９

減少 ４０ ４１ ３９ ２９ ３７ ３０ ３０ ３４ ３９ ２６ ３０ ２２ ４４ ４７ ３９ ３１ ４１ ３３

DI △１５△１８△１４△９ △１３△９ ２ △１３△１４△５ △２ ３ △２１△２４△１４△１１△１８△１４

利

益

増加 ２４ １８ ２１ １８ １８ １７ ２４ １８ ２５ ２３ ２４ ２１ ２４ １７ １９ １６ １６ １５

減少 ４１ ４２ ４３ ３３ ４１ ３２ ３２ ４０ ４０ ２８ ３２ ２３ ４４ ４４ ４３ ３５ ４５ ３５

DI △１７△２４△２２△１５△２３△１５△８ △２２△１５△５ △８ △２ △２０△２７△２４△１９△２９△２０

資
金
繰
り

好転 ８ ８ ７ ７ ７ ７ １１ １０ １３ １３ １１ ９ ７ ７ ５ ５ ６ ６

悪化 １１ １０ １１ １１ １１ １１ ５ ７ １２ ８ ７ ４ １４ １２ １１ １２ １４ １４

DI △３ △２ △４ △４ △４ △４ ６ ３ １ ５ ４ ５ △７ △５ △６ △７ △８ △８

借
入
難
易

容易 １３ １２ １２ １０ １２ １１ １４ １３ １４ ９ １６ １７ １２ ９ １２ １０ １０ ９

困難 ６ ６ ６ ７ ５ ６ ５ ３ ６ ４ ２ １ ６ ８ ６ ８ ６ ８

DI ７ ６ ６ ３ ７ ５ ９ １０ ８ ５ １４ １６ ６ １ ６ ２ ４ １

在

庫

過多 １０ １１ １６ １１ １２ ９ １３ １５ ２５ １５ １８ １４ ８ ９ １２ ９ １０ ８

過少 ９ ６ ７ ５ ５ ４ ９ ６ ７ ４ ５ ４ ８ ３ ７ ６ ５ ５

DI １ ５ ９ ６ ７ ５ ４ ９ １８ １１ １３ １０ ０ ６ ５ ３ ５ ３

設備投資
３２ ２６ ３２ ２６

（２５）
３０ ２１
（２３）

３１ ２５ ３３ ２２
（２９）

３４ ２６
（２１）

３２ ２７ ３２ ２７
（２４）

２９ ２０
（２３）

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１６年
１０～１２

１７年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１６年
１０～１２

１７年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

１６年
１０～１２

１７年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △１５ △１８ △１４ △１３ △９ △１７ △２４ △２２ △２２ △１５ ３２ ２６ ３２ ３０ ２１（２３）

札幌市 △１３ △１４ △１８ △１１ △３ △１８ △１９ △１４ △１８ △９ ３３ ２８ ３２ ３３ ２５（２５）

道 央 △６ △１４ ９ ０ △７ △２ △１７ △８ △１６ △１３ ２８ ２７ ４２ ３１ ２２（２０）

道 南 △３４ △２１ △２２ △３８ △２８ △４４ △３６ △３４ △４９ △３６ ２９ １７ ３０ １７ １２（３１）

道 北 △３６ △２４ △１９ △７ △７ △３８ △３９ △３１ △２０ △１４ ３５ ２８ ３３ ３３ ２１（２０）

道 東 △３ △２９ △２７ △３１ △２０ △６ △２６ △３９ △３４ △２１ ３２ ２０ ２０ ２７ １８（２１）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉業況の推移
（単位：％）

（ ）内は設備投資未定企業

定例調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
５２
（５４）

３１
（３２）

２８
（３２）

２９
（３５）

③
３１
（１７）

３６
（４７）

①
６０
（６１）

①
７５
（７３）

②
４３
（６０）

①
６７
（６５）

②
５３
（５１）

②
５０
（６０）

①
４５
（３７）

�売上不振
①
５２
（５６）

②
４７
（５４）

②
３５
（５６）

①
７１
（７０）

②
４４
（４３）

②
５０
（５０）

②
５４
（５７）

②
６４
（７０）

①
５３
（５６）

②
４２
（４６）

４２
（５１）

①
８１
（８０）

②
４０
（２９）

�原材料価格上昇
③
４０
（４１）

①
５８
（６０）

①
５９
（６３）

③
４３
（３５）

①
７２
（８３）

①
５３
（４７）

３３
（３４）

３３
（２６）

２４
（３３）

２９
（３２）

①
６６
（６５）

３８
（３５）

２１
（２９）

�販売価格低下 ３６
（４０）

③
３２
（３１）

２４
（１７）

②
４８
（４５）

２５
（２７）

③
３９
（４７）

③
３８
（４３）

③
４５
（５２）

２９
（３７）

③
３３
（３３）

２９
（３２）

③
４６
（７０）

②
４０
（３２）

�諸経費の増加 ２５
（２６）

２７
（２８）

②
３５
（３９）

２４
（１０）

２２
（２７）

１９
（２７）

２５
（２５）

２２
（１９）

１９
（１９）

２０
（２１）

②
５３
（４６）

２７
（３０）

２６
（３４）

�価格引き下げ要請 ２１
（２３）

２７
（２６）

２０
（１７）

３３
（２０）

③
３１
（３７）

２８
（３０）

１８
（２２）

１９
（２５）

③
３８
（３５）

８
（７）

２４
（１９）

４
（１５）

１３
（２２）

�人件費増加 １２
（１５）

７
（９）

２
（５）

５
（１０）

１１
（７）

１１
（１７）

１３
（１７）

１０
（１３）

２１
（１８）

１１
（１９）

１３
（２４）

１５
（１０）

１７
（２２）

�資金調達 １０
（１０）

８
（１１）

７
（１２）

１０
（１０）

１７
（１３）

－
（７）

１１
（９）

１２
（９）

５
（９）

６
（７）

１８
（１６）

１９
（１０）

１３
（５）

	設備不足 ９
（８）

１２
（１０）

１７
（１５）

１０
（５）

８
（３）

８
（１３）

８
（８）

３
（－）

２
（２）

５
（１１）

８
（１９）

３８
（３５）

１７
（１０）


人手不足 ８
（６）

８
（５）

９
（７）

－
（５）

１１
（７）

８
（－）

８
（６）

７
（６）

－
（４）

５
（２）

１３
（８）

１５
（１０）

１７
（１５）

�代金回収悪化 ５
（６）

３
（７）

２
（７）

－
（５）

－
（７）

６
（７）

６
（６）

２
（２）

１７
（１９）

６
（５）

－
（３）

４
（５）

９
（７）

�その他 ３
（４）

４
（７）

４
（１２）

－
（５）

６
（３）

６
（３）

３
（３）

１
（３）

２
（２）

９
（２）

３
（３）

－
（－）

２
（１０）

〈表３〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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〈表４－１〉中国経済の影響について
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

影 響 あ り ５５ ６５ ７１ ７５ ６９ ４６ ５２ ４５ ６７ ５５ ５６ ５８ ３７

プ ラ ス の 影 響 ６ ５ ２ ５ ９ ６ ６ ２ ７ ７ ９ １２ １４

（か な り あ る） （２）（２）（２）（－）（－）（６）（２）（１）（２）（２）（３）（８）（２）

（や や あ る） （４）（３）（－）（５）（９）（－）（４）（１）（５）（５）（６）（４）（１２）

どちらとも言えない １７ １９ ２６ １０ １７ １４ １８ ８ １７ ２５ １５ ４２ １８

マ イ ナ ス の 影 響 ３２ ４１ ４３ ６０ ４３ ２６ ２８ ３５ ４３ ２３ ３２ ４ ５

（や や あ る） （１８）（２４）（２６）（３０）（２３）（１７）（１６）（１８）（３６）（１１）（９）（－）（３）

（か な り あ る） （１４）（１７）（１７）（３０）（２０）（９）（１２）（１７）（７）（１２）（２３）（４）（２）

影 響 な し ４５ ３５ ２９ ２５ ３１ ５４ ４８ ５５ ３３ ４５ ４４ ４２ ６３

〈表４－２〉プラスの影響
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�仕入価格が低下 １０ ４ － １３ ４ － １３ ４ ２１ ２３ １１ ７ １３

�中国人観光客が増加 ４ ５ １３ － － － ４ － － － － ５０ －

�中国向けの販売量増加 ２ ５ ７ － － １３ １ － － － ５ － ６

�新ビジネス機会増加 ２ － － － － － ３ － ３ － ５ ７ １３

�その他 ７ ６ ３ － ８ １３ ７ ４ １３ － ５ １４ １９

〈表４－３〉マイナスの影響
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�原材料価格が上昇 ５４ ６７ ６７ ５３ ７１ ７５ ４８ ８０ ４６ ２３ ５３ ２１ １９

�販売価格が低下 ２０ １４ １０ ４７ ８ － ２２ ２ ５１ ４０ － ２１ ６

�販売量が減少 ８ １３ ３ ４７ ８ ６ ６ ２ １０ ６ １１ ７ －

�その他 ７ ５ ７ － ４ ６ ８ ７ ３ ９ １１ ２１ ６

定例調査
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1

雇用動向に関して、ここ数年、道内企業

は総じて人員抑制志向が強かったが、今回

の調査では人員確保に転じる動きがみら

れ、雇用情勢は幾分明るさを増している。

１．雇用の現状

従業員の過不足感については、総じて不

足感がみられる。職種別で不足感がみられ

るのは、即戦力となる営業販売職および技

能職である。また情報機器の習熟者の不足

感も全業種で根強い。地域別では札幌市、

道央および道北で不足感がみられる。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針は、「増員する」企業が

「減員する」企業をわずかに上回った。

来年度の新規採用計画では、「採用す

る」企業（２８％）は前年同時期調査より５

ポイント上昇した。

雇用の現状

道内企業に従業員の過不足感を聞いた。「適

正」とみる企業（５８％）は６割弱となった。

一方、「過剰」とみる企業（１９％）は「不

足」とみる企業（２３％）を下回り雇用人員判

断DIはマイナス４となった。前年同時期の

調査（＋１）に比べ、DIは５ポイント低下

し従業員の不足感がみられる。

製造業（△８）、非製造業（△２）とも不

足感がみられるが、項目別に雇用の現状は以

下のとおりである。

Ａ．業種別では、過剰感がみられたのは、

木材・木製品製造業（＋１０）、卸売業

（＋９）、小売業（＋１１）などであり、不足感

がみられたのは、食料品製造業（△１９）、運

輸業（△２９）、ホテル・旅館業（△２０）など

である。 ＜表５、図８＞

Ｂ．男女別では、男性（△６）、女性

（△８）ともに不足感がある。 ＜表６＞

Ｃ．職種別では、営業販売職（△１６）およ

び技能職（△２１）など、即戦力となる人材は

不足感が強い。反面、一般事務職（＋２）に

は過剰感がみられる。 ＜表７＞

Ｄ．パソコンなどの情報機器を使いこなせ

る従業員の過不足感は、「適正」とみる企業

（６８％）が７割弱となった。一方、「過剰」と

みる企業（２％）は少数で「不足」とみる企

業（３０％）が３割を占めた。雇用人員判断

DI（△２８）は全業種で大幅なマイナスとな

り、企業経営におけるIT化が進展する中で、

情報機器の習熟者が幅広く求められている。

＜表８＞

Ｅ．地域別には札幌市（△８）、道央

（△１０）および道北（△５）では不足感が強

いが、道南（＋１０）および道東（＋９）では

過剰感が強い。 ＜表９＞

特別調査

雇用情勢に幾分明るさ
雇用の現状について

要 約

― １４ ―



＜図8＞従業員の過不足感�
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〈表５〉従業員の過不足感
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 １９ １７ １１ ２４ ２３ １７ ２０ ２３ ２１ ２５ ３ １６ １８

（か な り 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（１）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （１９）（１７）（１１）（２４）（２３）（１７）（２０）（２２）（２１）（２５）（３）（１６）（１８）

適 正 ５８ ５８ ５９ ６２ ５７ ５５ ５８ ５３ ６７ ６１ ６５ ４８ ５８

不 足 ２３ ２５ ３０ １４ ２０ ２８ ２２ ２４ １２ １４ ３２ ３６ ２４

（や や 不 足） （２１）（２３）（２６）（１４）（１７）（２８）（２１）（２３）（１２）（１４）（２７）（３６）（２２）

（か な り 不 足） （２）（２）（４）（－）（３）（－）（１）（１）（－）（－）（５）（－）（２）

雇 用 人 員 判 断 DI △４ △８ △１９ １０ ３ △１１ △２ △１ ９ １１ △２９ △２０ △６

昨年同時期の雇用人員判断DI １ ２ △１３ １５ ４ １２ ０ １２ △４ △１ △１３ △１６ △６

特別調査
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〈表９〉地域別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東

過 剰 １６ １８ ２０ １８ ２７

（かなり過剰） （１） （－） （－） （－） （－）

（ や や 過 剰 ） （１５） （１８） （２０） （１８） （２７）

適 正 ６０ ５４ ７０ ５９ ５５

不 足 ２４ ２８ １０ ２３ １８

（ や や 不 足 ） （２２） （２８） （７） （２２） （１７）

（かなり不足） （２） （－） （３） （１） （１）

雇用人員判断DI △８ △１０ １０ △５ ９

昨年同時期の雇用人員判断DI △３ ２ １４ ３ △２

〈表７〉職種別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他

過 剰 １２ ９ １０ ９

（かなり過剰） （０） （０） （０） （－）

（や や 過 剰） （１２） （９） （１０） （９）

適 正 ７８ ６６ ５９ ７９

不 足 １０ ２５ ３１ １２

（や や 不 足） （１０） （２４） （３０） （１１）

（かなり不足） （０） （１） （１） （１）

雇用人員判断DI ２ △１６ △２１ △３

昨年同時期の雇用人員判断DI ５ △１７ △１３ ５

〈表８〉情報機器の習熟者
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

過 剰 ２ ２ － － ６ ３ ２ ４ － ２ － － ４

（か な り 過 剰） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （２）（２）（－）（－）（６）（３）（２）（４）（－）（２）（－）（－）（４）

適 正 ６８ ６５ ６０ ６２ ６３ ７５ ６９ ７３ ６７ ６７ ７４ ４８ ６７

不 足 ３０ ３３ ４０ ３８ ３１ ２２ ２９ ２３ ３３ ３１ ２６ ５２ ２９

（や や 不 足） （２８）（２９）（３６）（３８）（２６）（１９）（２７）（２２）（３１）（２８）（２６）（４０）（２９）

（か な り 不 足） （２）（４）（４）（－）（５）（３）（２）（１）（２）（３）（－）（１２）（－）

雇 用 人 員 判 断 DI △２８ △３１ △４０ △３８ △２５ △１９ △２７ △１９ △３３ △２９ △２６ △５２ △２５

昨年同時期の雇用人員判断DI △３１ △３１ △３３ △３３ △２８ △３１ △３１ △１９ △３２ △３８ △３５ △５９ △４０

〈表６〉男女別の過不足感
（単位：％）

（項 目） 男 性 女 性

過 剰 １７ ９

（かなり過剰） （１） （０）

（や や 過 剰） （１６） （９）

適 正 ６０ ７４

不 足 ２３ １７

（や や 不 足） （２２） （１６）

（かなり不足） （１） （１）

雇用人員判断DI △６ △８

昨年同時期の雇用人員判断DI ０ △５

特別調査
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２ 今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針および来年度の新規採用計

画は、ともに従来調査に比べ改善し雇用情勢

は幾分明るさを増している。

（１）今後の雇用方針

従業員の不足感がみられる中で、道内企業

に今後の雇用方針を聞いた。「増員する」企業

（１８％）から「減員する」企業（１７％）を差

し引いたDIはプラス１となり、人員確保に

動く姿勢がわずかにみられる。

業種別にDIをみると、プラスとなったの

は食料品製造業、運輸業などで従業員の不足

感を反映し増員志向が強い。一方、マイナス

となったのは過剰感のみられる木材・木製品

製造業、卸売業、小売業などである。また、

ホテル・旅館業は従業員の不足感がみられる

にもかかわらず減員志向にある。 ＜表１０＞

（２）来年度の新規採用計画

来年度の新規採用計画については「採用す

る」企業（２８％）は前年同時期調査より５ポ

イント上昇した。採用する企業の内訳は、今

年度に比べ「多く採用する」企業が７％、

「ほぼ同数を採用する」企業が１５％、「少なく

採用する」企業が６％である。一方、「採用

しない」企業（４８％）は半数弱を占めたが前

年より３ポイント低下した。

なお、９月調査時点で「採用未定」の企業

は２４％である。

業種別にみると、「採用する」企業は多く

の業種で前年同時期調査よりウエイトを増し

ている。相対的に採用する比率が高いのは、

食料品製造業（３２％）、ホテル・旅館業

（３６％）などである。 ＜表１１＞

〈表１０〉今後の雇用方針
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増員する １８ ２１ ３３ １０ １７ １７ １７ １７ １４ １２ ２１ １６ ２２

�現状維持 ６５ ６６ ５６ ６６ ７７ ６６ ６５ ６４ ６９ ７１ ７１ ６０ ５８

�減員する １７ １３ １１ ２４ ６ １７ １８ １９ １７ １７ ８ ２４ ２０

雇用方針DI １ ８ ２２ △１４ １１ ０ △１ △２ △３ △５ １３ △８ ２

特別調査
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＜図9＞来年度の新規採用計画�
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〈表１１〉来年度の新規採用計画
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

採 用 す る ２８ ３０ ３２ １９ ２８ ３６ ２７ ２５ ２９ ３１ １９ ３６ ２９

（今年度より多い） （７）（７）（１４）（５）（６）（３）（７）（９）（９）（５）（５）（－）（９）

（ほ ぼ 同 数） （１５）（１８）（１６）（１４）（１４）（２７）（１４）（１４）（１１）（１８）（６）（１６）（１３）

（今年度より少ない） （６）（５）（２）（－）（８）（６）（６）（２）（９）（８）（８）（２０）（７）

採 用 し な い ４８ ４０ ４５ ４８ ３１ ３９ ５１ ５２ ５８ ５０ ５１ ３６ ５１

未 定 ２４ ３０ ２３ ３３ ４１ ２５ ２２ ２３ １３ １９ ３０ ２８ ２０

昨年同時期の採用する企業 ２３ １９ １８ １４ ２０ ２３ ２５ １８ ３０ ２９ １８ ３６ ２８

特別調査
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今回の調査では、業況の厳しさに大きな変化はみられず、原油価格の高騰により利益が圧

迫されている企業が目立ちました。また、発展する中国経済の影響については、観光客の増

加に期待する声がある一方、間接的に原材料価格の上昇を招いている、という意見も散見さ

れました。

雇用に関しては、年齢構成の是正や、技術の継承等を考慮し人員確保に転じる動きが強ま

りました。雇用方針にも、わずかながら改善がみられ、来春の新規採用計画は多少明るさを

増しています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

１．業況および今後の方針

●＜かまぼこ製造業＞

売上は小幅ながら増加している。４月上旬

より主原料が徐々に値上がりし、約３０％上昇

した。また原油価格の高騰により包装資材価

格なども上昇している。

●＜製菓業＞

売上では関東圏向けがわずかに上昇してい

る。しかし原油価格高騰の煽りをうけ、諸原

料、包装資材、燃料は著しく値上がりしてい

るため利益は厳しい。原材料へのこだわり、

安全性の強調など商品のブランド化を図る。

●＜水産加工業＞

地震、水害等の自然災害による影響で、缶

詰の売れ行きが好調である。

●＜印刷業＞

取引先企業におけるIT化が進み、従来受注

していた印刷物が減少した。チラシ、DM等

の印刷物は大手の大型生産設備による大量、

低単価が進み、中小メーカーでは太刀打ちで

きず苦戦している。少ロットながらオリジナ

ル性のある高品質製品に重点をおく。

●＜建設業＞

札幌市内の賃貸マンションの受注は好調で

ある。今後も良好に推移するものと思われ

る。

●＜総合建設業＞

札幌市内でのマンション建設ラッシュのよ

うに、一部では景気の明るさがでてきている

ようである。都市計画基準の見直しもあり、

来年までマンションの着工がさらに増えると

思う。

●＜建設業＞

リフォーム等の営業に力を入れているもの

の大幅な売上アップにはつながらない。リフ

ォーム工事の掘り起こしと、不動産賃貸部門

を拡大し、安定した収益確保に努めたい。更

に給与や人員見直しを進める。

●＜建設業＞

新設住宅が減った分をリフォーム受注でカ

バーしている。しかしリフォーム業者として

の信用力が必要である。会社の情報開示や担

当者の情報もある程度開示してユーザーに安

心感を与えるように努めている。

経営のポイント

人員確保の動き強まる
〈企業の生の声〉
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●＜建設業＞

仕事量は増加傾向にあり、繁忙ではあるが

価格引き下げ要求によって売上や利益の改善

にはつながっていない。

●＜建設資材運輸業＞

昨年からの燃料費の高騰により、利益が大

幅に減少している。値上げは思うようになら

ず、社内での節約にも限度があり、今期も売

上が伸びても利益は半減する。

●＜上下水道機材卸売＞

売上にこだわらず、利益主義を徹底する。

各部でグループを再編成し、全権をグループ

長に委ねる成果主義を前面に出す。グループ

内で人事・給与体系を任せないと利益に対す

る意識改革にならない。

●＜運輸業＞

道内経済は、公共事業の度重なる削減と昨

今の原油高騰に伴う軽油価格の急騰、さらに

トラック運送業界は運賃の低迷に加えて、環

境安全規制の強化によるコストの上昇など

が、経営環境の厳しさに拍車をかけている。

そのため、荷主への運賃値上げ交渉、安全運

転の徹底、作業効率の向上、伝達ミスの削減

が必要である。

●＜運輸業＞

荷主の要請により、増車・増員をしたが、

設備や教育等の初期費用のため利益が低下し

た。燃料価格の高騰と売上増加分の低価格受

注のため、当分利益は増えないが、売上維持

のためにやむを得ない。

●＜運輸業＞

売上が順調に伸び、大型車輛もフル回転し

ている。今年度は新規荷主も増え、既存荷主

の物量も増加し、前年度よりもかなりの売上

増加が見込める。燃料代の高騰に伴い、フェ

リー料金の値上げが懸念されるが、荷主に運

賃値上げ要請が出来ない。値上げするとすぐ

に同業他社に荷主をとられる。

●＜都市ホテル＞

業界全体が過当競争に陥っており、目先の

売上確保のため販売価格の下落に歯止めがか

からない。宿泊日が近づき値下げするのを待

ってインターネットにて、低価格で予約する

客が増えている。

●＜都市ホテル＞

利用人数の小規模化、一件あたりの売上金

額の低下に歯止めがかからない。業界コンサ

ルタントから、現状分析と改善提案を受けリ

ニューアル改修工事を行い、今後の収益改善

を図っている。

●＜温泉ホテル＞

宿泊人員、単価ともにマイナス傾向にあ

る。また宴会飲食物、売店、喫茶店などの収

入が減少している。今後は、知床の世界自然

遺産ツアーなど、個人客の増加を期待したい。

●＜自動車整備業＞

原油価格の高騰により、当社主要取引先で

ある運送業界が苦戦しており、値引き要請が

多くなっている。

●＜自動車整備業＞

能力給による給与制度が効果を発揮し、売

経営のポイント
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上は好調である。徹底した社員教育と地道な

改善活動により組織が強くなった。価格引下

げや、サービス品の提供などで目先の利益を

追求するのではなく、長く利用してもらえる

ようお客様との関わりを強化したい。

●＜不動産賃貸＞

メイン事業である商業施設の賃貸料収入

が、テナントの売上不振など景気に左右さ

れ、低下している。

２．中国経済の影響

●＜水産加工業＞

石油価格の高騰で運賃、化学性資材（発泡

スチロール等）が高くなり、利益を圧迫して

いる。

●＜農産加工業＞

現状、国産原料を用いた製品を取り扱って

いるため、優位性を保っているが、今後中国

からの低価格製品が市場に入った場合にシェ

アが落ちる可能性が高く、値引き競争が激化

する恐れがある。

●＜製菓業＞

当社が使用している小豆は１００％国産であ

るが、安価な中国産小豆を使用した低価格の

材料が大量に出回るようになり、結果的に商

品の低価格化を招いている。今後は、中国産

品の品質が改良されていくことも考えると、

他の低価格商品との差別化（安全性、品質の

強調など）を図り「適正な価格」で販売でき

る魅力ある商品作りが急務である。

●＜鋳鉄異形管製造＞

鋳鉄・鉄屑の需要が中国で旺盛なことか

ら、国内では一年半ほどの間に価格が２倍以

上になったが、高くても買わざるを得ないの

が現状である。

●＜建設業＞

中国での需要増加で鉄鋼製品、石油関連製

品が値上がりしている。一方、中国から木製

品が低価格で輸入され、全体としては材料の

仕入れ価格が下がり、工事施工業者としては

プラスに作用している。

●＜機械工具等卸売業＞

コスト削減のため、工場を中国へシフトし

たり、中国より部品調達するなど一部で販売

価格の低下が見られる。しかし、中国内は経

済発展により、人手不足や人件費上昇傾向と

の話もあり、先行きはコスト削減メリットは

あまり期待できないのではないか。

●＜食品卸売業＞

中国産の原材料が主流となりつつある。価

格が安い反面、安定した仕入れが出来ず、ま

た販売価格が国産商品より安くなるため売上

に結びつかない。

●＜建材商品・原木輸入卸売＞

住宅資材は、中国より安くて良い製品が入

荷し始めている。

●＜家具・インテリア小売業＞

中国製の商品の取扱いが増大している。

年々品質が良くなっており、国産品と比べて

も見劣りしない。

経営のポイント
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●＜作業用品店＞

自社ブランド商品の製造を中国の商社に委

託している。低価格を追求するのではなく、

高品質商品を安く作るという考えで行ってい

る。当面は中国での生産、輸入を少しずつ拡

大していく方針である。

３．雇用に関しての現状・問題点

●＜製菓業＞

定年を６０歳から６５歳に延長したため、新規

採用が難しく人員の新旧交代が図れない。

●＜水産加工業＞

中国研修生の受入で作業員の不足を補うと

ともに、女性事務員を雇用する予定。高齢者

との入替を進めて生産性の強化に努める。

●＜農産加工業＞

従業員の高齢化により、熟練工がいなくな

る。過疎地の労働力確保が問題である。

●＜木製品製造業＞

若い人を育て４～５年になるが、ようやく

技術が伴うようになり工場が若返り活気がで

てきた。ベテラン技術者が健在なうちに知識

を習得してもらいたいと思っている。来春も

専門学校生を採用したい。

●＜機械器具製造業＞

定年間近の社員が増加しており、技術の継

承等、このままでは重大な問題となる。多少

過剰気味でも若手の採用および高齢者の雇用

継続を制度化して生産技術レベルおよび生産

力の維持を図る。

●＜鉄鋼・金属・機械製造業＞

社員の高齢化に苦慮しているが新規採用は

当分見送り、外注化を進めることで対処する。

●＜橋梁塗装業＞

過当競争による低価格受注が増え、仕事量

は減少しないため人員削減できない。人件費

を下げ、ワークシェアリングする。

●＜建設業＞

ここ数年、新規採用を見送っていたので、

若年層が薄い。今後、中途採用を実施してバ

ランスのとれた年齢構成にしたい。

●＜土木工事業＞

従業員の高齢化が進んでいる中で、新規採

用をこの数年控えているが、技術の伝承等に

不安をもっている。

●＜運輸業＞

新規採用して教育する余裕がなく、即戦力

の人材を募集しているが、採用できない。

●＜仕出し料理＞

福利厚生費の増額を抑えるため、契約社員

の採用を進めたい。

●＜自動車修理業＞

未経験者を中心に雇用し、自社の体制に合

うように育てている。このほうが後々、安定

雇用が図れる。今後の課題は、企画力のある

人材をどのように育てていくかである。

●＜レジャー施設＞

社員の定着率が低いため、人材育成面で難

がある。また、高齢社員のポストが用意できない。

経営のポイント

― ２２ ―
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大連の概況

大連市は、中国東北地区の南端にあ

る遼東半島の港湾都市で、１９世紀の終

わりころから開発された新しい都市で

す。緯度は仙台市とほぼ同じ（北緯３８

度）で、日本との時差は１時間。人口

は北海道とほぼ同じ５６０万人で気候や

産業も北海道と似通っています。

現在中国の中央政府が進める「東北

振興政策」の中で大連市は「北東アジ

アの国際海運センター」として、また「造船基地・石油化工基地・装備製造基地・電子情報産業

基地」の４つの基地として発展させる方針が国務院により決定されています。

大連市は、早くから経済開放が進んだ都市であり、日本との関係が強く、非常に親日的な都市

です。特に日本語を話す人材が豊富であることから、日系企業も数多く進出しています（大連商

工クラブ登録社数約６００社、実際には１，５００社程度が進出）。日本人も登録ベースで約３，０００名が常

駐しています。道内企業も水産加工・木材加工・IT産業をはじめとして、２０社以上が大連に進出

しており、上海と並んで企業の進出が多い都市となっています。

大連駐在員事務所について

大連駐在員事務所は、道内企業の中国進出をサポートすることを目的に、２００５年３月１８日設立

されました。北洋銀行としては、初の海外駐在員事務所です。

事務所住所：大連市西崗区中山路１４７号 森茂大厦１０階

事務所職員：日本人スタッフ３名（うち北海道庁より派遣１名）、現地スタッフ２名 計５名

中国は漢字の国です。このため、街角でも漢字をみてある程度

の推測ができるところが中国の良さだと思います。

さて、左の写真は、「兵」の字の足の部分の右がないものと左

がないものを組み合わせたもので「兵兵球」でピンポン（卓球）

を表しています。卓球の球が往復する姿と音（PINGPANG）

を表現している、新造語の傑作だと思います。

中国レポート

大連駐在員だより

■大連と札幌の位置関係
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大連の街角から（写真は２００５年９月撮影）

駐在員事務所を開設して、半年が過ぎました。

大連の街をより多くの方に知っていただくため、筆者の自宅のある「博愛ビル」から大連市役

所がある「人民広場」までの散策コースにある興味深い風景をご紹介しましょう。散歩している

感じでお進みください。

�コンビニエンスストア
コンビニエンスストアは中国

語で「便利店」といい、街中に

たくさん存在します。大連で代

表的なのは、「快客（QUIK）」

（写真左）と「TOMORROW

（明天）」（写真右）のチェーン店です。日系のコンビニはまだ進出していません。（因みに北京に

はセブンイレブンが、上海にはローソンがあります。）

�写真館
中国人は写真が大好きです。

左は博愛ビル近くの写真館。右

は結婚記念写真を専門に扱う中

山路の写真館です。結婚式はと

ても派手で、記念写真は何日も

かけて撮影するようです。

�ペットショップ・動物病院
中国ではペットを飼うという

習慣はありませんでした。今回

中国にきて最もびっくりしたの

は、犬を散歩させている人がい

たことです。ペットのことを中

国語で「寵物」といい、スーパーでペットフードが売られています。ペットの飼育は登録制にな

っていて、登録には５００元（約７，０００円）かかるので、無登録で飼っている人もいるようです。

写真左は、韓国系のペットショップです。写真右は、動物病院です。

中国レポート
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�洗車
写真左は、街の四つ角で、バ

ケツと雑巾をもって車の洗車を

行っている人です。毎朝８時に

出勤するときには、もう客待ち

をしているので、大変な商売だ

と思います。

写真右は、今年夏にできたばかりの自動車修理店で、洗車や修理を行っています。

�コーヒーショップ
コーヒーショップは地元系か

ら、外国企業と思われるものま

で多種多様な店があります。

以前は中国といえば、「茶

館」だったはずなのですが…。

コーヒーはまだ家庭では一般的でないようで、ちょっとおしゃれ？なコーヒーショップが街中に

溢れています。

因みに「スターバックス」が、９月２０日にオリンピック広場の前にオープンしました。コーヒ

ー小が１８元（約２５０円）、中が２３元（約３２０円）で、普通の中国人１日分の食費以上かかる高級店

です。

�日本食レストラン
日本食のレストランもあちこ

ちにあります。写真左が中山公

園前の「銀閣」、写真右が博愛

ビル横の「伊勢島」です。両方

とも中国人客が主体で、夕食は

１２０～１５０元（約１，６８０円～２，１００円）程度で食べ放題になっています。

大連は港町で、中国では珍しく海の魚を食べるので、日本人にはとても馴染みやすい街です。

日本人が経営しているレストランも多く、市内中心部には、「菊水ラーメン」の店や関西では有

名な「餃子の王将」なども出店しています。

中国レポート
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中国におけるビジネスについて

“大連の街角から”は如何でしたでしょうか？ここに出てくる風景は住んでいるマンション近

くのごく一般的な中国の風景です。日本と似ている部分と違っている部分のコントラストが面白

いと思います。

さて、ここでビジネスについて考えてみましょう。私自身の個人的な興味は、過去の中国と現

在の中国の落差、一般的な人民の生活がいかに変化してきたかという部分にあり、上記のような

部分を街角からピックアップしてみました。一方で同じ風景でもビジネスの視点からみれば、ま

ったく違うものが見えてくると思います。今の中国のキーワードは「変化」にあり、変化してい

る時期には、多くのビジネスチャンスがあると考えるのが、自然だと思います。

中国の場合は、ある意味特殊な状況にあり、日本から見ても遜色ない部分（携帯電話など）と

大きく遅れている部分（サービス全般）が混在していることは確かですが、今後日本が既に辿っ

たのと同じような道程を辿っていくものと考えられます。今は中国は高度成長期にありますが、

エネルギー問題・食糧問題・環境問題・住宅問題・高齢化問題などに近いうちに直面することに

なると思います。日本経済の歴史は中国ビジネスに取り組むための道標になるように思います。

では、ビジネスをいかに成功させるかを考えると、以下の３点が重要であると考えます。

第一に、日本特に北海道に入ってくる情報は限定されていることから、「百聞は一見に如か

ず」。やはり現地を視察し、変化を実感することです。特に経営者層の方々が中国を視察するこ

とは重要です。

第二に、十分な準備と事前の情報収集です。例えば、日本と中国の政治問題、中国国内の不十

分な法体系や不透明な運用実態、国際通貨になっていない人民元の先行きなど中国のカントリー

リスクを把握することや、進出についての社内のコンセンサスを十分にとることなどが大切だと

思います。

第三に、現地での人材の確保です。やはり、日本国内とは違いますので、意欲的に取り組める

人材をどのように確保するかは重要です。信頼できる中国人の留学生などを窓口にする方法もあ

ると思います。

ここに、私どもの駐在員事務所の役割が出てくる訳で、情報の収集や現地でのコーディネート

など、親身になってお手伝いさせていただきます。大連は中国への入り口としては入りやすい都

市だと思います。是非、一度大連にお越しになり、ご自身の目で中国大連を実感していただけれ

ば幸いです。いつでも大歓迎します。

（大連駐在員事務所 所長 矢嶋 洋一）

中国レポート
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年月

（邦暦）

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１３年度 ９２．８ △６．６ ９０．８ △９．１ ９４．６ △４．９ ９１．６ △８．４ ９１．７ △３．７ ９１．８ △６．１
１４年度 ９４．２ １．５ ９３．３ ２．８ ９６．１ １．６ ９４．８ ３．５ ９１．０ △０．８ ８６．５ △５．８
１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．４ ０．３ １００．６ ４．１ ９５．１ ０．１ １０２．６ ３．８ ８７．６ △０．２ ８７．７ ２．７

１６年４～６月 ９３．８ △０．２ １００．８ ７．２ ９４．４ △１．２ １０３．３ ７．１ ８９．８ △３．２ ９０．０ △０．８
７～９月 ９４．４ ０．４ １００．７ ６．４ ９４．７ ０．０ １０３．０ ６．３ ８９．８ △４．７ ９１．５ ０．８
１０～１２月 ９４．７ ０．３ ９９．８ １．８ ９４．８ △０．９ １０２．１ １．６ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３

１７年１～３月 ９５．３ ０．５ １０１．５ １．４ ９７．２ ２．７ １０２．５ ０．６ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
４～６月 ９０．１ △４．０ １０１．１ ０．３ ９１．０ △３．６ １０３．５ ０．２ ８９．２ △０．７ ９２．２ ２．４

１６年 ８月 ９６．２ ４．１ １００．８ ９．６ ９５．４ １．９ １０２．５ ７．６ ８９．６ △３．５ ９０．０ △０．８
９月 ９２．６ △２．９ １００．２ ４．０ ９３．２ △３．５ １０２．６ ４．１ ８９．８ △４．７ ９１．５ ０．８
１０月 ９５．４ ０．６ ９９．１ △０．９ ９５．５ △２．０ １０２．０ △１．３ ９０．６ △１．５ ９０．５ ０．３
１１月 ９４．２ △０．１ １００．２ ４．４ ９４．６ △０．８ １０２．３ ５．１ ９１．４ ０．２ ９０．８ △０．３
１２月 ９４．６ ０．４ １００．０ １．９ ９４．３ ０．２ １０２．０ １．１ ９２．４ １．１ ８９．５ △０．３

１７年 １月 ９６．８ １．１ １０３．２ ２．０ ９７．３ ２．３ １０４．３ ０．４ ９２．２ ０．３ ９１．４ ２．５
２月 ９６．５ １．３ １００．８ １．０ ９７．９ ３．３ １０１．３ △０．１ ９１．８ ０．２ ９２．６ ３．３
３月 ９２．５ △０．６ １００．６ １．２ ９６．３ ２．７ １０２．０ １．４ ９０．１ △０．２ ９２．３ ２．７
４月 ９２．９ △２．４ １０２．５ ０．３ ９４．２ ０．１ １０４．８ ０．６ ８９．３ △１．８ ９２．３ １．１
５月 ８８．１ △４．１ ９９．６ ０．３ ８８．６ △３．９ １０１．７ △０．６ ８８．３ △３．０ ９２．４ ２．８
６月 ８９．２ △５．５ １０１．２ ０．２ ９０．２ △６．９ １０４．０ ０．６ ８９．２ △０．７ ９２．２ ２．４
７月 ８９．４ △６．１ １００．０ △２．３ ９２．１ △４．７ １０２．４ △２．６ ８９．３ △０．１ ９２．７ ５．１
８月 ８８．３ △７．３ １０１．２ １．６ ９０．０ △４．６ １０４．１ ２．７ ８８．７ △１．０ ９３．６ ４．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。

年月

（邦暦）

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１３年度 １，０４９，６４３ △３．６ ２２２，２１１ △２．９ ４１０，４００ △０．８ ９５，７６０ △０．３ ６３９，２４３ △５．４ １２６，４５１ △４．８
１４年度 １，０４８，００９ △３．３ ２２０，４１３ △２．０ ３８８，５７４ △３．７ ９３，１５１ △２．３ ６５９，４３４ △３．１ １２７，２６２ △１．７
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８２９ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８６３ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６７ △４．１

１６年４～６月 ２４３，９７９ △５．６ ５１，６４５ △３．９ ８５，５３６ △５．８ ２０，８７２ △３．０ １５８，４４３ △５．５ ３０，７７３ △４．６
７～９月 ２４４，３４９ △３．７ ５１，８６２ △３．４ ８６，１８６ △４．０ ２０，７４０ △３．０ １５８，１６３ △３．６ ３１，１２１ △３．７
１０～１２月 ２７５，７５３ △５．２ ５８，４０９ △４．５ １０２，３８９ △４．９ ２５，０２２ △３．８ １７３，３６４ △５．４ ３３，３８７ △５．１

１７年１～３月 ２４２，２４４ △４．６ ５１，９１４ △４．０ ８７，７９５ △４．４ ２１，２２９ △３．０ １５４，４４９ △４．７ ３０，６８５ △４．７
４～６月 ２４１，７６５ △３．３ ５１，４４７ △２．４ ８３，３８８ △２．５ ２０，６３８ △０．４ １５８，３７７ △３．８ ３０，８０９ △３．８

１６年 ８月 ７９，３２５ △５．８ １６，５３９ △５．３ ２５，９９８ △６．８ ５，９４０ △４．７ ５３，３２７ △５．３ １０，６００ △５．７
９月 ７８，５４３ △３．１ １５，９７１ △３．５ ２８，０９７ △４．８ ６，２６５ △４．２ ５０，４４６ △２．１ ９，７０６ △３．０
１０月 ８３，５８０ △３．８ １７，８３３ △４．２ ３０，６６５ △３．１ ７，３２３ △３．５ ５２，９１５ △４．１ １０，５１０ △４．７
１１月 ８０，４３８ △８．２ １７，６１０ △５．３ ２９，６５０ △７．６ ７，４９１ △５．４ ５０，７８８ △８．６ １０，１１９ △５．２
１２月 １１１，７３４ △４．０ ２２，９６６ △４．２ ４２，０７３ △４．３ １０，２０８ △２．８ ６９，６６１ △３．８ １２，７５７ △５．３

１７年 １月 ８５，８８９ △２．７ １９，３０５ △１．２ ３１，０９０ △２．３ ７，８３６ ０．７ ５４，７９９ △３．０ １１，４６９ △２．６
２月 ６９，５９０ △７．４ １５，１６７ △６．７ ２４，２０４ △６．８ ５，８８９ △７．２ ４５，３８６ △７．８ ９，２７８ △６．３
３月 ８６，７６５ △４．０ １７，４４２ △４．５ ３２，５０１ △４．５ ７，５０３ △３．２ ５４，２６４ △３．８ ９，９３９ △５．５
４月 ８１，６９９ △２．０ １７，１４８ △２．３ ２８，６９１ △１．８ ６，９１７ △０．５ ５３，００８ △２．２ １０，２３１ △３．６
５月 ８０，６０６ △５．０ １７，１５５ △３．１ ２７，０１０ △４．１ ６，８４８ △１．４ ５３，５９６ △５．５ １０，３０７ △４．２
６月 ７９，４６０ △３．２ １７，１４４ △１．９ ２７，６８７ △１．７ ６，８７３ △０．７ ５１，７７３ △３．６ １０，２７２ △３．６
７月 ８４，６３７ △３．２ １９，２８０ △１．７ ３１，４６３ △２．０ ８，５１０ ０．６ ５３，１７４ △３．９ １０，７７０ △３．４
８月 ７６，７０２ △４．５ １６，３５３ △２．８ ２４，９２２ △４．１ ５，８２７ △１．２ ５１，７８０ △４．７ １０，５２６ △３．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。

主要経済指標（１）

― ２７ ―



年月

（邦暦）

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１３年度 ４１９，９７９ △２．９ ６８，８３７ △１．７ ９８．９ △１．１ ９８．９ △１．０ １２５．１３ １１，１３４
１４年度 ４２０，６７８ △２．２ ７０，２７９ △１．８ ９８．２ △０．７ ９８．３ △０．６ １２１．９０ ７，９７３
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９７．９ △０．３ ９８．１ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ ９８．２ ０．４ ９８．０ ０．０ １０７．４９ １１，６６９

１６年４～６月 １０３，４８８ △３．１ １７，９４４ △１．４ ９８．２ ０．０ ９８．０ △０．３ １０９．６９ １１，８５９
７～９月 １１４，７６０ ２．６ １９，３８７ １．１ ９８．２ ０．３ ９８．１ △０．１ １０９．９１ １０，８２４
１０～１２月 １０６，７９２ △１．５ １８，４５８ △１．１ ９８．７ １．０ ９８．５ ０．５ １０５．８９ １１，４８９

１７年１～３月 ９６，００５ △２．９ １７，１８３ △２．１ ９７．９ ０．３ ９７．６ △０．２ １０４．４７ １１，６６９
４～６月 １０２，５１０ △２．８ １８，２９３ △１．５ ９８．３ ０．１ ９７．９ △０．１ １０７．６３ １１，５８４

１６年 ８月 ４０，０９１ １．６ ６，６２５ △１．０ ９８．２ ０．３ ９８．０ △０．２ １１０．３６ １１，０８２
９月 ３５，５３９ △０．３ ６，００７ △２．１ ９８．４ ０．５ ９８．３ ０．０ １１０．０１ １０，８２４
１０月 ３５，６１２ △１．０ ６，１１０ △１．１ ９８．７ ０．９ ９８．８ ０．５ １０８．９２ １０，７７１
１１月 ３４，０２１ △２．４ ５，９５５ △１．３ ９８．８ １．３ ９８．６ ０．８ １０４．９０ １０，８９９
１２月 ３７，１５９ △１．１ ６，３９４ △０．９ ９８．６ ０．８ ９８．１ ０．２ １０３．８４ １１，４８９

１７年 １月 ３２，５８６ △２．０ ５，７１９ △１．９ ９８．０ ０．５ ９７．６ △０．１ １０３．２１ １１，３８８
２月 ２９，９３１ △３．３ ５，３３４ △２．８ ９７．６ ０．０ ９７．４ △０．３ １０４．８８ １１，７４１
３月 ３３，４８８ △３．３ ６，１３０ △１．５ ９８．１ ０．３ ９７．７ △０．２ １０５．３１ １１，６６９
４月 ３２，６３７ △３．２ ６，０４３ △１．２ ９８．２ ０．２ ９７．９ ０．０ １０７．３６ １１，００９
５月 ３４，５１２ △３．５ ６，１２０ △２．０ ９８．６ ０．５ ９８．２ ０．２ １０６．９１ １１，２９７
６月 ３５，３６１ △１．８ ６，１３０ △１．６ ９８．１ △０．３ ９７．７ △０．５ １０８．６３ １１，５８４
７月 ３７，９６０ △４．８ ６，６７８ △４．９ ９７．９ △０．１ ９７．６ △０．３ １１１．９３ １１，９００
８月 ３９，６４５ △２．９ ６，７５９ △１．４ ９８．０ △０．２ ９７．７ △０．３ １１１．０６ １３，５７４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■北海道の消費者物価指数の年度計数は暦年 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

（邦暦）

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１３年度 ２００，５９３ △１．７ ５４，４１６ △２．６ １０１，５５６ △２．７ ４４，６２１ ２．０ ４，７３８，７０１ △１．７
１４年度 ２０１，０７０ ０．２ ４６，３００ △１４．９ １０６，９３４ ５．３ ４７，８３６ ７．２ ４，８５５，６６３ ２．５
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，０８８ △２．２ ５１，１４７ △２．０ ９０，０２３ △２．２ ４７，９１８ △２．３ ４，７４１，４２１ ０．２

１６年４～６月 ４５，９１６ △４．５ １２，３７０ ４．０ ２１，２２１ △１２．７ １２，３２５ ４．０ １，００５，６７４ △３．３
７～９月 ４７，２４４ △０．４ １３，４４０ ２．３ ２２，４３９ △１．２ １１，３６５ △２．２ １，１７７，２３３ ２．３
１０～１２月 ４０，２０４ ０．８ １０，８９８ △３．６ １８，９９７ ６．１ １０，３０９ △３．５ １，１１０，９８２ ３．２

１７年１～３月 ５５，７２４ △３．７ １４，４３９ △９．０ ２７，３６６ １．０ １３，９１９ △６．５ １，４４７，５３２ △１．３
４～６月 ４７，９３０ ４．４ １２，１４１ △１．９ ２３，２３２ ９．５ １２，５５７ １．９ １，０８９，９３８ ８．４

１６年 ８月 １１，７４８ １．２ ３，２６４ △２．９ ５，６７０ １．７ ２，８１４ ５．１ ２９１，４０３ ４．３
９月 １７，５２５ △１．２ ５，０６１ ０．０ ７，７５８ △２．８ ４，７０６ ０．２ ４５５，３０５ ２．２
１０月 １３，４３５ △６．３ ３，３１３ △１３．７ ６，６６９ ０．７ ３，４５３ △１０．８ ３４９，４７４ △５．４
１１月 １４，７３４ ８．９ ４，１１５ １０．７ ７，０４６ １３．６ ３，５７３ △０．９ ３９０，１３４ ９．７
１２月 １２，０３５ ０．０ ３，４７０ △７．４ ５，２８２ ４．０ ３，２８３ ２．４ ３７１，３７４ ５．６

１７年 １月 １０，７４７ ０．７ １，８３６ △１１．６ ５，１３２ １２．１ ２，７７９ △３．８ ３２３，７５４ △１．２
２月 １４，７２５ △３．７ ３，６６８ △１４．０ ７，０３３ １．９ ４，０２４ △２．４ ４４０，０１６ △０．４
３月 ３０，２５２ △５．２ ７，９３５ △５．５ １５，２０１ △２．７ ７，１１６ △９．６ ６８３，７６２ △１．９
４月 １５，２８７ ４．４ ３，７６７ △１．３ ７，３３６ １２．８ ４，１８４ △３．３ ３２９，００４ ９．０
５月 １４，５７１ ４．７ ３，８３０ △０．６ ６，８１９ １０．３ ３，９２２ １．０ ３４４，１５５ ７．９
６月 １８，０７２ ４．２ ４，５４４ △３．３ ９，０７７ ６．３ ４，４５１ ８．２ ４１６，７７９ ８．３
７月 １７，０００ △５．４ ４，３７１ △１４．５ ８，３６９ △７．１ ４，２６０ １０．８ ４２１，６４１ △２．１
８月 １１，７６９ ０．２ ２，８３０ △１３．３ ５，９１１ ４．３ ３，０２８ ７．６ ４５７，９５２ ０．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２８ ―



年月

（邦暦）

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１３年度 ４７，８８１ △４．０ １１，７３２ △３．３ １，６４０，６３０ △５．７ １９２，９７６ △７．８ １０６，６２３ △１２．６
１４年度 ４８，７９９ １．９ １１，４５６ △２．４ １，４６４，９９８ △１０．７ １７９，０８０ △７．２ １０２，６６４ △３．７
１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５

１６年４～６月 １５，１１５ △６．３ ３，０１６ △３．７ ４３２，００４ △５．４ ３７，８２４ △１０．４ ２８，３０３ １１．９
７～９月 １３，８７７ ５．０ ３，１６８ ９．４ ３７３，４６６ △５．６ ３９，０１３ △１２．４ ２８，８４７ ３．８
１０～１２月 １２，０４０ △９．０ ３，０３６ △０．１ １７６，３３６ △１．４ ３１，３０６ △１５．２ ２８，０８２ １．１

１７年１～３月 ７，１１６ △１２．７ ２，７１０ １．５ １４０，３３２ △２０．１ ２９，２１２ △５．５ ３３，０５９ ９．４
４～６月 １４，６５７ △３．０ ３，０７８ ２．０ ４４０，２９９ １．９ ３５，３９２ △６．４ ２８，８７５ ２．０

１６年 ８月 ４，７２１ ９．０ １，０２１ １０．５ １１９，５３５ △１１．５ １２，０６１ △２．６ ８，１０９ ５．４
９月 ４，４３８ △２．７ １，０８３ １０．１ １００，２６９ △６．３ １３，５８８ △１１．４ １２，６４６ ５．０
１０月 ４，２２９ ７．４ １，０６１ １．５ ９３，０６９ ２．６ １２，５５８ △２２．４ ８，０３３ △９．９
１１月 ４，０７６ △１８．０ ９８６ ０．２ ５４，９２６ １１．２ ９，６９７ △４．２ ９，８５７ １５．１
１２月 ３，７３５ △１３．５ ９８８ △２．０ ２８，３４１ △２６．９ ９，０５１ △１４．６ １０，１９３ △０．９

１７年 １月 ２，１４２ １１．６ ９４９ ６．９ １３，９５６ △３８．０ ６，６２４ △１２．６ ７，５５６ ４．８
２月 ２，４８５ ９．４ ８５３ ０．４ １１，６７１ △５８．７ ６，６０５ △３．２ ９，３２９ ７．２
３月 ２，４８９ △３７．１ ９０８ △２．７ １１４，７０５ △８．１ １５，９８３ △３．１ １６，１７４ １３．２
４月 ４，５９２ ５．０ ９６７ ０．６ １４０，３１７ △１４．２ １３，７７９ △１１．３ ９，１１４ ２．５
５月 ４，８５５ △５．４ １，０１９ ３．０ １１９，０４７ ５．７ ８，５８３ △０．４ ８，４２２ △２．７
６月 ５，２１０ △７．１ １，０９２ ２．４ １８０，９３５ １６．１ １３，０３０ △４．７ １１，３３９ ５．４
７月 ４，４０１ △６．７ １，１５３ ８．３ １３０，００９ △１５．４ １１，６６７ △１２．７ ８，９０６ １０．０
８月 ５，２２７ １０．７ １，０９２ ７．０ １１７，５４７ △１．７ １２，０４２ △０．２ － －

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

年月

（邦暦）

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１３年度 １３，３８１ ３．９ ０．４７ ０．５６ ５．９ ５．２ ７９９ △１１．０ １９，５６５ ４．１
１４年度 １３，５８７ １．５ ０．４８ ０．５６ ６．０ ５．４ ７３３ △８．３ １８，５８７ △５．０
１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７

１６年４～６月 ３，０６３ △０．７ ０．５２ ０．８０ ５．６ ４．８ １６３ △１４．７ ３，４０３ △２１．４
７～９月 ３，９８７ △４．５ ０．５６ ０．８５ ５．３ ４．７ １１０ △２４．１ ３，３１０ △１４．１
１０～１２月 ２，９２３ △２．８ ０．５９ ０．９０ ５．４ ４．４ １３６ △０．７ ３，２９７ △８．８

１７年１～３月 ２，８０８ △０．５ ０．５８ ０．９１ ５．９ ４．７ １６８ １０．５ ３，１７６ △１３．４
４～６月 ２，９８４ △２．６ ０．５５ ０．９５ ５．０ ４．５ １３２ △１９．０ ３，２２５ △５．２

１６年 ８月 １，４４９ △５．２ ０．５６ ０．８４ ５．３ ４．７ ２７ △５０．０ １，０９７ △１３．３
９月 １，２８５ △２．５ ０．５７ ０．８６ ↓ ４．６ ４５ ４．７ １，０９０ △１０．１
１０月 １，１４５ △１．７ ０．５８ ０．８９ ↑ ４．７ ４８ ４．３ １，１２４ △１７．８
１１月 ８７０ △３．０ ０．５８ ０．９１ ５．４ ４．４ ４０ △１１．１ １，０６４ △４．５
１２月 ９０８ △３．９ ０．６２ ０．９０ ↓ ４．１ ４８ ４．３ １，１０９ △２．０

１７年 １月 ８６５ △０．１ ０．６４ ０．９１ ↑ ４．５ ５４ １０．２ １，０２２ △１３．５
２月 ９２７ △１．１ ０．５６ ０．９１ ５．９ ４．７ ６４ ４２．２ １，０１４ △１２．５
３月 １，０１６ △０．４ ０．５３ ０．９１ ↓ ４．８ ５０ △１３．８ １，１４０ △１４．２
４月 ８２２ △２．３ ０．５３ ０．９４ ↑ ４．７ ３９ △３９．１ ９４６ △２３．５
５月 １，０３７ △３．０ ０．５７ ０．９４ ５．０ ４．６ ４７ △６．０ １，０７２ △１．６
６月 １，１２５ △２．４ ０．５６ ０．９６ ↓ ４．２ ４６ △６．１ １，２０７ １２．０
７月 １，２５３ ０．１ ０．５８ ０．９７ － ４．３ ４８ ２６．３ １，０２４ △８．８
８月 １，４５１ ０．１ ０．６１ ０．９７ － ４．２ ５８ １１４．８ １，１５２ ５．０

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

主要経済指標（３）

― ２９ ―
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